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In the Taisho Period, the Home Ministry investigated river improvement

in Osaka Prefecture, but due to budget-constraints, its implementation

by Osaka Prefectural Government was limited in part. This river

improvement project was different from a partial and temporary one

based on the user’s request, but it was a systematic one with emphasis

on the development of Port of Osaka and was intended to improve the

overall water transportation in Osaka Prefecture.
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はじめに
近代における大阪の経済史的研究は生産・流通などの様々な観点からなされ

てきたが、水運に関するものの蓄積はそれほど進んでいないのが現状である。

そのような中でも、近年では都市交通（三木［2010］263-321頁）や都市計画

（伊藤［2005］）の観点からの研究も行われるようになったが、それらでは、産

業との関わりに重点が置かれていたため、河川・運河をいかに維持・改良する

かという行政側の視点に立った考察は十分になされてこなかった。このうち、
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後者の都市計画史的研究では、本稿でも検討する、大正期の大阪府における河

川改修事業の概要に触れられているが（伊藤［2005］87-89頁）、具体的内容

に関しては明らかにされておらず、同時期に建設が行われていた大阪港との関

わりについても述べられていない。

そこで以下では、大正期に大阪府が、いかなる目的で市内主要河川の改修

を行っていたかについて、大阪港との関わりに重点を置いて考察することとす

る。第一に、それら沿岸の工場立地について、第一次世界大戦の影響等に留意

して検討する。第二に、大正 2年（1913）の河川改修事業がどのように捉えら

れていたのかを、大阪府議会における府知事の発言に焦点を当てて、尻無川改

修工事を中心に考察する。その中で内務省による調査があったことが明らかに

なるが、これを踏まえ、大阪府の方針はそれと関連があったのかについて検討

する。第三に、この尻無川改修工事には第二期のものもあり、第一期のものと

も合わせた成果はどのようであったのかを、大阪港との関わりの中で捉える。

第 1節 大正期における大阪市内四河川沿岸の工場立地
(1) 大阪市役所港湾部の認識
大正 7年（1918）頃、大阪市役所港湾部は、第一次世界大戦が、大阪築港

及び河川、工場用地に与えた影響について、次のように述べている（大阪市役

所港湾部編［1918］1-2頁）。

今次の大戦乱に因る本邦商工業の勃興は、俄然大阪築港利用の度を高めた

り。試みに最近の統計を見るも、大阪入港船舶七百余万噸同出入貨物八百

余万噸孰れか築港の恩恵に浴せざるべき、素より其半は河川に遡航するも

のなりと雖河川の利用をして今日あるに至らしめたるは、一に築港に由る

所以なり。加之直接築港に於て荷役せるものゝみにても尚出入船舶二百四

十一万噸同貨物二百万噸の多きに達せり。

これによれば、第一次世界大戦により築港利用が高まったこと、その半ばは

河川を遡航するものであるが、それは築港利用あってのことであり、河川と築

港が密接に関わっているとされていることが分かる。次いで、同大戦の土地利
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用への影響については、以下のようであった（大阪市役所港湾部編［1918］2

頁）。

欧洲戦乱勃発後に於ける大阪市商工業の偉大なる発展は実に驚心駭目に値

するものあり。而して之に伴ひて築港に臨める百二十余万坪の市有埋立地

及之が背後に接続する四百万坪の民有地が、倉庫敷地及工場用地として、

急速なる発達を遂げつゝある状態は、当に近時の一偉観なりと称するも敢

て不可ならざるべし。

ここからは、第一次世界大戦により、大阪築港に臨む 120余万坪の市有埋

立地と、その背後に接続する 400万坪の民有地が、倉庫や工場の用地として急

激に発展したことが判明する。

これらの土地が含まれる具体的地域については、次のように述べられ、将来の

貿易の拠点ともされていることが分かる（大阪市役所港湾部編［1918］2-3頁）。

熟々大阪市の現況を按ずるに、安治川正蓮寺両岸一帯に於ては六軒屋川の

以西、安治川尻無川間に於ては境川以西、尻無川木津川間に於ては泉尾町

以西の地域は大部は未開発地として約四百万坪の民有地と百有余万坪の市

有埋立地を有す。是等未開発地の大部分は工場地として、将来帝国の対東

洋及南洋貿易の根拠地たるべき運命を荷へる枢要地域なりとす。

また、当該期の工業立地の条件として、（1）地勢が平坦で広大であること、

（2）各種工業が集中していること、（3）原料及び製品の水陸両面における輸送

の便を有すること、（4）原料及び製品市場に近接していること、（5）資本が豊

富で金融機関が整備され且つ労働者が豊富であること、（6）豊富な工業用水と

低廉な動力が供給可能であること、などが挙げられ、「縦横の河川運河を以て

する大阪築港埋立地及其附近の土地の如きは、理想的の工業地として其比儔を

絶するものと謂ふべし」とされている。

そして、大阪市が来年度より着手する船渠の築造、最近決定した臨港鉄道の

敷設と岩崎運河の開鑿等の計画は、「従来土地経営に
あくせく
齷齪たらざりし関係大地

主を刺戟し、彼等の長夜の夢を破りて、輓近頻に積極的土地経営に腐心するに

至りしも亦理ありと謂ふべし」というのである（大阪市役所港湾部編［1918］3

頁）。
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実際にこれら地域では、土地利用が促進され、第一次世界大戦の前後で、工

場立地に、表 1・2のような変化が見られた（本稿では河川沿岸のみ分析し、埋

立地の考察については今後の課題としたい）。

(2) 第一次世界大戦前後における工場立地
まず、大正 7年（1918）頃に調査された、第一次世界大戦前後における正

蓮寺川・安治川・尻無川・木津川の大阪市内四河川沿岸の工場立地の状況を表

1を用いて概観しておこう。これによれば、同大戦終了後に各河川沿岸に急激

に工場が増加したことが分かる。また、「戦前既設のものと雖も其事業を拡張

せざるもの殆んどなき有様なり」（大阪市役所港湾部編［1918］4頁）という

状況でもあった。なかでも第一次世界大戦後新設のものに関しては、工場数で

は木津川左岸地域、面積では安治川右岸地域が、それぞれ最も大きな数値を示

しているが、戦前・戦後間の伸びという点で見れば、両者ともに尻無川左岸地

域が顕著であったことが分かる。

表 2は、表 1の内訳を示したものであるが、尻無川は両岸ともに、第一次

世界大戦前には、企業名に造船所を含むものは見られず、同大戦が造船工場

の新設が盛んになる契機となったことが窺える1)。大阪府下の造船所は、第一

次世界大戦勃発後、とくに大正 6年（1917）以降に、新規参入が相次ぎ、尻

表 1 　第一次世界大戦前後における四河川沿岸の工場数とその面積
地 域 戦 前 既 設 の も の  戦 後 新 設 の も の 総 計

正 蓮 寺 川

右 岸 地 域

左 岸 地 域

4    4 1 , 5 8 0 . 0 ㎡

7   8 , 0 3 5 , 0 3 8 . 0 ㎡

3  5 3 , 0 9 7 . 0 ㎡

6   6 , 2 0 0 . 7 ㎡

7       9 4 , 6 7 7 . 0 ㎡

1 3    8 , 0 4 1 , 2 3 8 . 7 ㎡

計  1 1   8 , 0 7 6 , 6 1 8 . 0 ㎡  9    5 9 , 2 9 7 . 7 ㎡  2 0    8 , 1 3 5 , 9 1 5 . 7 ㎡

安 治 川

右 岸 地 域

左 岸 地 域

1 4     4 3 5 , 9 6 3 . 0 ㎡

2 3   1 5 5 , 1 6 2 . 7 ㎡

1 6 1 7 3 , 4 5 7 . 9 ㎡

1 9  4 5 , 7 1 8 . 2 ㎡

3 0      6 0 9 , 4 2 0 . 9 ㎡

4 2      2 0 0 , 8 8 0 . 9 ㎡

計  3 7     5 9 1 , 1 2 5 . 7 ㎡  3 5   2 1 9 , 1 7 6 . 1 ㎡  7 2      8 1 0 , 3 0 1 . 8 ㎡

尻 無 川

右 岸 地 域

左 岸 地 域

1 0      1 3 , 8 4 6 . 8 ㎡

9       3 , 6 9 6 . 0 ㎡

1 4  6 9 , 9 1 3 . 8 ㎡

3 8 1 1 6 , 8 6 2 . 9 ㎡

2 4       8 3 , 7 6 0 . 6 ㎡

4 7      1 2 0 , 5 5 8 . 9 ㎡

計  1 9      1 7 , 5 4 2 . 8 ㎡  5 2   1 8 6 , 7 7 6 . 7 ㎡  7 1      2 0 4 , 3 1 9 . 5 ㎡

木 津 川

右 岸 地 域

左 岸 地 域

2 1     2 2 2 , 5 6 1 . 9 ㎡

8 4     3 9 3 , 9 2 1 . 0 ㎡

1 6 2 4 1 , 3 6 2 . 0 ㎡

4 5  4 9 , 5 3 9 . 6 ㎡

3 7      4 6 3 , 9 2 3 . 9 ㎡

1 2 9      4 4 3 , 4 6 0 . 6 ㎡

計  1 0 5     6 1 6 , 4 8 2 . 9 ㎡  6 1   2 9 0 , 9 0 1 . 6 ㎡  1 6 6      9 0 7 , 3 8 4 . 5 ㎡

総 計  1 7 2   9 , 3 0 1 , 7 6 9 . 4 ㎡  1 5 7 7 5 6 , 1 5 2 . 1 ㎡  3 2 9   1 0 , 0 5 7 , 9 2 1 . 5 ㎡

　出所）大阪市役所港湾部編［1918］4 頁より作成。
　　注）1 坪=3.3m2 で計算。

1) 企業名のみでは、その業種を正確に判断することはできないが、史料的制約により、おおよその
趨勢を捉えるという目的において、そのような方法をとった。
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表 2 　第一次世界大戦前後（大正 7 年頃）における各河川沿岸の工場
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出所）大阪市役所港湾部編［1918］4～22 頁より作成。
　注）〔〕内は所在地及び面積（m2）で 1 坪=3.3m2 で計算。
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無川左岸と難波島を含めた木津川付近にそれらが林立したとされている（沢

井［2013］61頁）。表 2からは、両河川沿岸には、造船所に限らず、各種工場

が建設されていたことが見てとれる。尻無川に関しては、造船所・鉄工所のほ

か、戦後新設されたものとして、左岸では紡績・合金・アンチモニー・亜鉛・

鋳造、シャーリング・切板・金庫仕上・製材・亜鉛銅吹、右岸では製薬・製綿・

撚糸・莫大小などに関する様々な企業が挙げられている。また、木津川につい

ても各種企業が両岸に新設されたことが示されている。これらを初めとする表

2の企業と関わる三河川（安治川・尻無川・木津川）の実態については、後掲

の表 3から窺うことができる。

以上、本節では、第一次世界大戦前後における河川沿岸の工場立地等につい

て見てきたが、この間、大阪府では、どのような河川改修が、計画及び実施さ

れていたのかについて、次節以降で検討していこう。

第 2節 大正初期における尻無川改修工事
(1) 大阪府知事大久保利武による河川改修事業の説明
大正 2年（1913）11月 18日から 12月 17日に行われた通常大阪府市部会

の開会に際し、知事大久保利武は、来年度予算に計上された尻無川改修工事に

ついて、「築港のことゝ直接間接に関係の尠からぬ事であります」と、大阪築

港と関わらせて述べ、さらに以下のように続けている（大阪府内務部編［1933

a］546頁、551-552頁）。すなわち、築港事業は、未完成で、臨港鉄道は敷設

計画もなされておらず、現在出入の貨物は安治川・木津川・尻無川の三河川に

よって、主に市の商工業の中心地に運搬されることになっているため、この三

河川の問題さらに市内河川の整理問題ということは、いちはやく研究され宿題

になっている次第である、というのであった。以上を踏まえ、大久保は、大阪

府の方針を次のように述べている（大阪府内務部編［1933 a］552-553頁）。

府に於きましても、昨年河川整理の調査と云ふことを費目に挙げまして御

協賛を経て居るのであります、府の調査は内務省の技師に依頼致しまし

て、昨年から調査を進め、一通りの結了を告げ、其の報告書も出来て居り
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ますからして、夫れは印刷に附して既に諸君の御手許に配布いたしたので

あります、而して此の調査は中々広い範囲に亘つて居りまして、中には政

府の事業、府の関係、又市の関係もありますので、其の範囲頗る広汎に亘

つて居つて、是等の事柄の遂行は、財政上其他の点よりして遽かに之れを

為すことは
ママ
六つかしい事であらうと思ひまするが、大体に於きまして市の

築港並びに河川の整理と云ふことに向つては多大なる参考になることゝ考

へます、此の報告の中にも河川の整理、即ち三大川の整理に就ても具体的

の意見が出て居るやうであります、府に於きましても此の河川の整理と云

ふことに就ては種々調査をいたし、研究を重ねました結果、先づ尻無川の

改修と云ふことを計画いたした次第であります

ここには、大阪府が、内務省の技師や府による河川整理の調査に基づいて、

財政や管轄範囲等を勘案しつつ尻無川の改修を行うことを決定したことが示さ

れている。そして三河川のうち、この尻無川改修を選択した理由について、大

久保は、以下のように述べている。

すなわち、現在、臨港鉄道も計画されず、築港内で荷役をなし、それが多く

艀船によって市の中心に輸送されているが、昨年上半期の調べでは、安治川は

大阪における全貿易噸数の約 5割 8分、すなわち 6割近くを占めており、大小

船舶の輻湊が殷盛を極め、出入が複雑化している。水上警察などが、全力を注

いでもその整理は十分に行き届かず、危険が多い、衝突が少なくない、そして

保険料等の支払いも多額であるというような状況にあり、将来、これ以上の収

容の余地はいかがであろうかと思われるくらいである。一方、木津川・尻無川

は不完全なために利用が十分になされておらず、前者は全貿易噸数の 1割 6、

7分、後者はわずかに 7分を占めるのみである。両河川ともに、年々多少の浚

渫が施されてはいるが、尻無川は、狭隘且つ浅く不整理極まり、非常に不安全

な状態であり、このままにしておいては将来、利用の方法があまりないのであ

る。日本の商工業の中心である大阪は、貿易と大阪築港利用に密接に関連して

おり、その発展には、築港と市の商工業の中心との距離をなるべく短くして手

数を省くとともに時間を短縮し、その工業地の中心で、直接、輸入及び輸出を

行うことが不可欠と考えられる。そのため、三河川のうち、「先づ尻無川の如
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き距離最も近く又最も不整理な所を整理して市の発展を図り、又此の改修と同

時に築港の利用と云ふことにもなる」、というのであった。

続けて大久保は、先年大阪市で決議された尻無川と木津川を連絡する運河

（後述する岩崎運河）の開鑿は、この尻無川改修工事と相俟って初めて、その

目的を達し得るとし、「市に於て之れを開鑿すると云ふことであれば幸ひ、若

し財政が許さないと云ふことであつたならば、府に於きまして相当の計画を

立てまして此の目的を達したい考であります」と述べている（大阪府内務部編

［1933 a］553-555頁）。

さらに大久保は、安治川筋南安治川通一丁目の河岸改良にも予算が計上され

ている点について、「安治川の利用は甚だ膨脹致しまして出入の船舶は非常に

多い為に、貨物の輸出入も増加して現在の富島町の物揚場のみでは到底不便を

感じますので、現在の波止場を拡張致しまして整理を施す為に此の額を計上し

て
ママ
置きました」と説明している（大阪府内務部編［1933 a］556頁）。安治川

については、大阪府はそれほど詳細な改修計画を立てていないのは、後述する

ように、政府直轄の淀川下流改修工事がなされていたからであろう。

さて、前述した内務省の調査が、なぜ大正元年（1912）に行われたかについ

ては詳らかでないが、大久保の次の発言が参考になる。すなわち同人は、大阪

港の貿易額が明治 36年（1903）から大正元年の 10年で約 3倍になり、今日、

船舶が輻湊する安治川が、今後さらに混雑することは明白である、と述べてい

るのである。明治 36年は、大阪港の一般開放がなされた年であり2)、それか

ら 10年の節目を契機に、大阪府は、本格的な河川改修計画を策定しようとし

ていたことが窺える。次節では、この内務省の調査について検討していこう。

2) 明治 36 年から大正元年頃における大阪港の利用状況は、「明治三十六年八月南北両突堤及埠頭
大桟橋の竣功を機とし、工事の進行に支障なき範囲に於て一般船舶に向つて開放したる以来、漸
次倉庫上屋及各種桟橋等諸設備を完ふすると共に埋立地の貸与桟橋浮標の無料使用等、出入の
船舶貨物に対し諸種の便宜を与ふるに努め居れり」というものであった（大阪市役所港湾課編
［1913］3 頁）。
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(2) 内務省技師市瀬恭次郎による河川整理の報告書
以下では、犬塚勝太郎知事時代（1911年 9月 4日～1912年 12月 30日）に

市内河川整理問題に関し、内務省技師の市瀬恭次郎3)が実地視察を行った上、大

体の方案を立てた「大阪市内河川整理案」について検討したい。これが、前述

した、大正 2年（1913）の通常大阪府市部会開会の際、大久保が述べていた内

務省技師による河川整理の報告書に関するものであろう。まず、市瀬は、市内

主要河川である安治川・木津川・尻無川と淀川下流改修工事4)等の状況に関し

て、次のように述べている（神戸大学経済経営研究所新聞記事文庫［1913a］）。

大阪市内を縦横に貫通する河川及水路が貨物の運搬機関として如何に利用

せられつゝあるかを尋ぬるに安治川は主として汽船積貨物の出入及び石炭

（一箇年約二百万噸の入津あり其大部分は帆船によりて
ママ
輸たさる）の入津

を掌り木津川は尻無川と共に専ら木材、石材、薪炭陶管等帆船によりて入

津する貨物の荷役場に供せられつゝあり而して是等三川によりて呑吐せら

るゝ物資は専ら前現の水路を往来する艀船によりて市内各所に出入するの

外淀川によりて遠く淀、伏見方面にまで集散しつゝありて荷車又は目下唯

一の臨港鉄道たる西成線によりて運搬せらるゝ貨物は其一小部分に過ぎざ

るが如し如上の事実に徴すれば現在に於ける大阪市商工業の発達は主とし

て此水運の利に依るものにして而して将来の発展も亦之れに竢たざるべか

らざるは疑を容れざる所なりとす

却説淀川の改修は政府の直轄事業として多年に渉り経営せられ新淀川は既

3) 市瀬の略歴等については、大霞会内務省史編集委員会編［1971］177-179 頁、を参照されたい。
4) 淀川修築工事が低水工事として開始されたのは明治 7 年（1874）で、同 21 年度に終了し、翌

22 年度からは既設工事の修繕が行われていたが、同 29 年に淀川改修（改良）案が国会を通過
して、その工事が始められるとともに同 30 年度からはこの修繕も改良工事に含まれることに
なった。また同 30 年には大阪築港案も国会を通過し、大阪港を安治川口に設けることが確定し
た。そのため、築港計画に関係があるとして淀川修築工事の区域外とされていた守口以下の低
水工事が再開されることになった。これが淀川下流改修工事で、改良工事が終局を迎えた明治
40 年度から同 47 年（大正 3 年）度までの 8 か年継続事業とされたが、後、工期は大正 11 年
（1922）度まで 8 年間延長されることになった。その工区はおおよそ三つに分けられ、第一は
樟葉村以下毛馬に至る間、第二は毛馬以下安治川に至る間、第三は安治川筋であった（建設省近
畿地方建設局編［1974］478-482 頁）。
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に洪水の排疏に適し市内を貫流する淀川は毛馬閘門以下は全然洪水の害と

土砂流下の患とを免るゝに至りしのみならず毛馬閘門以下淀川（堂島川土

佐堀川を含む）に於ける低水敷幅の規定工事（大川筋敷幅五十間（91.0m

─引用者注。以下の、間・尺から mへの換算部分とも後掲の表 3の注に

よる）堂島川筋同三十五間（63.7m）土佐堀川筋同二十五間（45.5m））は

一定の水深（干潮以下六尺（1.8m）を与ふべき浚渫事業と共に着々其歩を

進め近く大正三年を以て完成を告げんとし安治川は其全川に渡り干潮面以

下二十尺（6.1m）内外の水深を保たしむるの目的を以て政府に於て多年

浚渫の事に従ひ現に千五百噸（総噸数）級の船舶の遡航を許すに至りしを

以て市内に於ける河川の利用及沿岸の整理に関する方案は縦横に通ずる水

路の整理案と共に大阪市の発展策として十分に講究せられ緩急を計り着々

実行せらるべき重大問題なりとす

この前半部分では、三河川に集散する物資は、艀船で大阪市内各所のほか、

淀川によって京都の淀・伏見方面にまで及んでいること、また大阪市商工業の

発達は主にこの水運の便によってもたらされ、将来の発展もこれによることは

疑いえないと述べられていることが分かる。すなわち、同市の産業発展には、

今後も水運が不可欠とされていたのである。次いで後半部分には、政府直轄の

淀川下流改修工事等について述べられ、それらは大阪市の発展を考えるうえ

で、重大問題とされていたのであった。

これを踏まえ市瀬は個別の分析に入るが、表 3は、大川・堂島川・土佐堀

川、安治川、木津川、尻無川、新市街地における運河網、市内における堀川の

五つに分けて、それぞれの改修方針を示したものの内容である。ここには、新

市街地における運河網と、市内における堀川のそれぞれについても、大阪築港

と関わらせて分析されていることが示されており、市瀬は大阪における水運全

体の改善と産業の発展を企図していたことが判明する。また、安治川の項目に

は、大阪鉄工所石油倉庫・大阪舎密会社・大阪セメント会社・井上倉庫・大阪

アルカリ会社・逓信省経理局出張所・大阪鉄工所分工場・中央セメント会社と

いった具体的企業名が、沿岸道路・荷揚場・岸接繋船荷役との関わりにおいて

記されており、河川を通じた産業と水運との結び付きが見てとれる。尚、同表
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表 3 　市瀬恭次郎による大阪市内主要河川の整理案
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出所）神戸大学経済経営研究所新聞記事文庫［1913a］-［1913f］より作成。
　注）1 寸=3.03cm、1 尺=30.3cm、1 間=1.82m、1 尋=1.8m、1 里=3.9km で計算。

の内容は多岐にわたるが、大久保と次項で触れる大阪府土木課長安田によって

述べられていた大阪府の方針との関わりについては、後に分析する。

(3) 大阪府土木課長安田の見解
前述した、大正 2年（1913）の通常大阪府市部会開会の翌大正 3年（1914）

7月 26日の新聞紙上に大阪府土木課長である安田の談話が掲載されており、大

阪府による通常業務としての河川整理の方法と、前述した大久保が述べていた

二河川の改修などについて記されている。まず、前者について、安田は以下の
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ように述べている5)（神戸大学経済経営研究所新聞記事文庫［1914a］）。

府では絶えず此等の河川を見廻つて舟行の不便な所を修理せねばならぬの

であるが府は
ママ
元則として河川に故障がないものと認めて居るといふと又々

ソレはどうもけしからん
ママ
ぬソンナ事で責任が果せると思ふかと詰め寄つて

来られるかも知れぬが元々河川といふものは各場所でドレ丈けの深さを保

つて居らねばならぬといふことが一定して居るといふではなし其上絶えず

見廻つて居るといふことも事実不可能であるから府は別の方法を採つて居

るソレは具合が悪うなつた所をいふて来て貰ふそうすると其所を修理する

といふようにして居る夫の商船会社といふ如き入津料納付の関係からいへ

ば大株主だがこれ等大株主の申し分は大抵応諾して其希望を充実して居る

これによれば、大阪府は原則として、河川には問題がないものとし、不都合

な場所があれば利用者に申し出てもらい、それに対して修理を行うという方法

をとっていた。そして、入津料の納付が多い商船会社の希望にはおおよそ応じ

ている、というのであった。

次に、大久保が述べていた二河川の改修工事について、より詳しく見てみよ

う。安田は、これに関して、「安治川の南岸を修理して富島から境川までを船

着場とすることが其一つである尻無川を改修して其上之に掘割工事を施して道

頓堀川に続けることが其二である何れも本年度から着手して居るが経費の都合

上数年の後でないと完成はせぬ」と簡潔に述べている。この内、尻無川改修工

事に関して、安田は、「只浚渫ばかりではない之れの両岸を修理して船繋りに

不便のない様にする積りだがこれは大阪築港との関係上頗る緊切な設備である

5) 安田は、この頃行われていた安治川の改修について「先年来内務省が浚渫してもはや一段落を告
げようとして居るがこれの経費は主として府から出して居ることは申す迄もない」と述べ、つい
でに安治川の上流の実例で言ってみればとして、次のように続けている。すなわち、安治川の上
流の桜の宮付近から淀川橋付近は浚渫の必要がないばかりか深すぎる個所がないでもない。船
舶の通行上からいえば、このために両岸が危険になったり橋杭の地下に埋めてあった部分が露出
してきたりして、遂には改めてやり変えねばならないことになる。これは下流を深く掘った結
果、自然、水流が速くなり河底が掘られたためにほかならず、防ぎようがない。元来、上流は船
泊が頻繁に通るにしても艀船に過ぎないので大した水深は不要であるが、たとえ水深を保たねば
ならぬにしても、掘らなくてもよい所が数多くある、というのであった（神戸大学経済経営研究
所新聞記事文庫［1914a］）。以上からは、当該期の河川浚渫の問題点が見てとれる。
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と思ふ」とし、その理由について、「蓋し築港へドシ 船が入つて来るとな

ると陸揚げせられた荷物を艀舟で運ぶ為には尻無川を利用するに越した事はな

いからである随つて尻無川の改修は決して汽船の出入を目的とするものではな

い主として日本型の船舶の為にするもので将来は汽船の出入を止めてもよいと

思ふ」と築港との関連において言及している。

同人は、さらに尻無川改修工事の効果を安治川との関連において、次のよ

うに述べている。すなわち、安治川には、特に同川に入津する理由のない船舶

も繋留されているため、航路が狭くなり荷役も困難になっているが、尻無川両

岸が繋留可能になると、安治川へ入っている日本型船は尻無川に入ることにな

り、安治川入津汽船・日本型船の双方にとって都合がよい、というのであった

（神戸大学経済経営研究所新聞記事文庫［1914b］）。

以上から、尻無川改修工事には、安治川の水運と荷役を改善する効果もあ

り、大阪築港の発展による貨物量の増大を見越しつつ、大阪の物流全体を活性

化することが企図されていたことが分かる。そのことはまた、河川沿岸におけ

る工場立地にも大きな影響を与えたと考えてよいであろう。

(4) 大阪府の方針と内務省の調査との関連
以上、大久保、安田の発言から大阪府による河川整理の方針を見てきた。し

かし、既述のように、大久保は、内務省技師による河川整理の調査は大いに参

考になるとしつつも、大阪府においても種々調査をし研究を重ねた結果、まず

尻無川の改修を計画したと述べており、府の方針に市瀬の調査が反映されてい

るのかについては判然としない。以下では、この問題に関して、尻無川改修に

重点を置いて検討していこう。

大久保は、明治 45年（1912）上半期の大阪における全貿易噸数のうち、安

治川は約 5割 8分、木津川は 1割 6、7分であるのに対し、尻無川は 7分を占

めるに過ぎないという事実を踏まえ、大阪の貿易発展には、不整理・不安全な

状態で十分な利用がなされていない尻無川の改修が不可欠と述べていた。

次いで安田は、安治川南岸を修理して富島から境川までを船着場とする、ま

た尻無川を改修してさらに掘割工事を施して道頓堀川と接続すると述べてい
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た。そして、築港に陸揚げされた荷物を艀船で運ぶために、尻無川を浚渫する

とともにその両岸を繋留に不便のないようにすると、安治川入津の日本型船は

尻無川に入ることになり安治川の物流が改善される、というのであった。

一方、表 3には、これらに関する市瀬の見解が、以下のように示されている

ことが分かる。同表の木津川・尻無川の項目には、明治 45年上半期の大阪市

港湾課の統計による大阪港全貿易噸数のうち、木津川は 1割 7分、尻無川は

7分を占めるとされている。次いで、尻無川の項目には、同川を直接道頓堀川

に接続する運河を開鑿すると同時に、新開地に運河を設けることが述べられて

いる。また、これに関して、新市街地における運河網の項目には、三つ樋入堀

の上端から尻無川と木津川を横切って西道頓堀川に連絡する第二運河を開鑿す

れば、築港利用と沿岸発展の促進に大きな影響があるであろうとされている。

そして、安治川の項目の第三策と新市街地における運河網の第一運河の内容に

は、安治川の混雑緩和のためには、同川に輻湊する倉船の用をなす帆船（石炭

陸揚のものを除く）を尻無川に収容し、帆船用の停泊地の幾分かを汽船の荷役

所及び繋留所にするということが述べられていた。

以上から、大阪府の河川整理の方針は、おおよそ市瀬の報告に基づいたもの

であるため政府直轄事業とも整合的であり、また限られた予算の中で、より高

い効果が得られるように企図されていたといえよう。

第 3節 尻無川改修工事の成果
ここまで検討してきた尻無川改修工事は、大正 2年（1913）の通常府会へ

の提案と議決を経て、大正 3年（1914）度から同 5年（1916）度までの継続

事業として施行された。同工事は第一期工事と称され、「更に其の改修の目的

を完全に達せしむる為め」、第二期工事が計画されて「尻無川と木津川とを連

絡する為め市の中央部に直ちに通航し得べき運河を開鑿の必要あり」とされ

た。ここにおいて、「岩崎運河」の開鑿計画が策定され、大正 5年度から同 7

年（1918）度までの継続事業として施行されることが、同 4年（1915）の通常

府会に提案され、その議決を経た。その後、同工事は、第一次世界大戦の影響

による建設費用の高騰に見舞われるも大正 7年 1月の通常府会の議決によっ
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て、予算の追加がなされる。その結果、予定年度内に完了を見るに至り、「大

に舟運の便を計り、産業振興に寄与せしこと尠少ならず」とされた（大阪府内

務部編［1933b］1156-1157頁）。

この第一期及び第二期の尻無川改修工事の成果はどのようであったのかを、

改めて以下に、大阪築港との関わりの中で捉えておきたい。

明治 30年（1897）から 8か年計画で開始された大阪築港工事は、予定工費

の不足に直面し、明治 38年（1905）から大正 4年度まで 10年間の延長が認

められる。しかし、予定計画の大部分は竣成したが、財政問題から大正 4年

度を以て一先ず中止されることになり、未成工事は大正 10年（1921）度より

着手して 5年間で完成することとなった（大阪市役所港湾部編［1918］78-79

頁）。しかし、その後、大正 7年頃には、以下に示すように、計画を前倒しす

るような事態が生じる（大阪市役所港湾部編［1918］79頁）。

然るに欧洲戦乱の影響を受け、近時本市商工業の急激なる発達と最近臨港

鉄道敷設の決定及尻無川改修工事の本港に及ぼす影響とに顧み、港湾設備

の完成は一日も忽にすべからざるに至り、幸ひ市財政にも余裕を生ずる見

込あるを以て、大正十年度を待たず此際残工事たる船渠の築造及一部の未

成埋立工事を遂行し以て本邦有数の商港としての使命を全うせんとす。

ここでは、第一次世界大戦を契機に、大阪市の商工業が発展し財政にも余

裕が生じるなどしたため、同 10年度を待たずに築港工事を再開する機運が高

まったとされているが、それには尻無川改修工事の影響があったことが分か

る。すなわち同工事は、尻無川を、大阪築港を補完するものとして十分に整備

した点において評価できるといえよう。

おわりに
本稿では、主に大正 2年（1913）に決定された大阪府による河川改修事業

のうち、とりわけ尻無川改修工事を取り上げ、大正期の大阪府の河川改修の目

的やそれによる産業発展の促進について具体的に考察した。

この改修事業には、主に次の二つの目的があった。第一は利用頻度の低い尻

無川において大阪築港入港船の貨物をより荷役できるようにすることで、第二
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は安治川入津船を尻無川に誘導して安治川の混雑を解消するためであった。こ

れらは内務省技師の市瀬恭次郎によって、同元年（1912）から行われた、大阪

市内の河川整理に関する調査に基づくものであるため政府直轄事業とも整合的

であり、限られた予算の中で、より高い効果が得られる方策を選択してなされ

たものであった。それはまた、従来の利用者の要求に応じた部分的且つ応急的

な改修事業と異なり、大阪築港における貨物量の増大を見越して、大阪の物流

全体の改善と商工業の発展を企図した体系的なものであった。すなわち、大阪

府による河川改修の目的は、当該期以降、大阪港の発展に、より重点を置いた

ものに変容し、河川と近代的港湾の一体化による産業発展が促進されることに

なったといえよう。加えて、そのような方針は、第一次世界大戦後における河

川沿岸への工場立地にも影響を与えたと考えられる。
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